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市税収入の推移
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行財政局

※斜体の数字は市税合計

己司その他市税

101，639 _ 102，820 _ 98，540 j圃画面固定資産税

25，709 I I C::::J法人市民税

78.367 
座四個人市民税

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

市税収入については， 3年!こ1度の評価替えの影響による固定資産税・都市計画税の減等により，前
年度決算から59億円の滅の2，427億円 (2.4%減)となりました。
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地方交付税及び臨時財政対策債の推移 行財政局

E盟国地方交付税 =コ 臨時財政対策債
百万円

※斜字体は，地方交付税及び臨時財政対策債の合計
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臨時財政対策債を含む実質的な地方交付税は，三位一体改革以降大幅に削減されてきました。
24年度決算では1，025億円と， 3年連続で1，000億円台を確保できたものの，前年度から24億円減
となりました。
国による算定方式の変更(※)により，踊時財政対策債が増加し，交付税そのものは減少してい
ます。本来，地方財政の収支不足は臨時財政対策債ではなく，国の責任で，地方交付税の法定率引上げ
による増額で対応すべきであり，引き続き，強く求めていきます。
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平成25年 11月

行財政局

国消費譲与税及び地方消費税交付金以外の地方穣与税・ l符税交付金

口消費醸与税及び地方消費量税交付金

国その他市税

ロ固定資産税

固法人市民税

ロ個人市民税

京都市における市税及び地方議与税・府税交付金
百万円

304.146 

269.077 
275.045 

n

u

n

》

《

u

n

v

n

v

n

H

V

内
H
V

ハ

什

》

内

H
V

《

H

V

A

H

v

n

H

V

A
H
V

《
H
V

《
H
V

《
H
V

《
U
V

《
H
V

•••••• 《
H
U

《

H

V

A

H

V

《
川
V

《
川
V

《
H
V

《

H

V

F

h

u

内
川
v

v

h

u

《

H

V

p

h

u

《

。

。

L

のよ
U

噌

i

1

-

l

l

i
j

B

i

l

l

i

-

-

l

i

l

i

-

-

i

l

i

-

-

78.367 76.367 77.711 83.469 83.550 82.259 
71.980 76.376 80.829 

88.926 
80.173 

73.398 66.895 63.264 65.329 68.681 70.410 

※地方?肖貸税交付金は.平成9年度の地方消費税の創設にイ札、，都道府県の税収となる地方消費税収入の2分の1(こ相当する寄託，都道府県内の各市町村に対して人口及び従業者数に応じて交付するものと
して倉自生された.

この創設により，消費税導入の平成元年度に創部された消費譲与税〈市町村分の消費税率換算0・27%)(;;t廃止された。ただし，平成9年度の地方消費税交付金額については，消費譲与税額も含んでいる.

24年度23年度22年度21年度20年度19年度18年度17年度16年度15年度14年度13年度12年度11年度10年度9年度8年度

。



－ 9 －

京都市職員(市長部局)局区別の正職員、再任用、非常勤嘱託員、派遣職員数

行財政局

臨時的任用職員
正職員 再任用職員 (平成24年度年 非常勤嘱託員

間延雇用数)

環境政策局 1095 102 4，158.0 44 

行財政局 695 15(15) 10，133.0 60 

総合企画局 161 。 2，156;0 8 

文化市民局 ー 266 3(3) 4，831.0 100 

産業観光局 304 1(1) 5，800.0 27 

保健福祉局 1497 12(12) 43，332.0 311 

都市計画局 543 。 8，955.0 105 

建設局 641 。 10，496.0 98 

会計室 24 3(3) 514.0 

北区役所 193 7(7) 4，831.0 67 

土京区役所 153 8(8) 3，927.0 64 

左京区役所 255 8(8)1 . 8，094.0 80 

中京区役所 184 9(9) 5，447.5 73 

東山区役所 136 4(4) 2，671.0 56 

山科区役所 231 7(7) 5，647.0 67 

下京区役所 '.166 9(9) 4，088.0 57 

南区役所 205 8(8) 5，848.0 57 

右京区役所 302 8(8) 6，923.0 87 

西京区役所 154 9(9) 5，196.0 72 

洛西支所 101 3(3) 3，168.0 55 

伏見区役所 286 13(13) 7，502.0 91 

深草支所 123 4(4) 3，879.0 45 

醍醐支所 123 4(4) 3，687.0 51 

市会事務局 32 。 391.0 

選挙管理委員会事務局 .11 。 0.0 。
監査事務局 25 。 228.0 。
人事委員会事務局 16 。 0.0 。
農業委員会事務局 10 。 37.0 。
合計 7932 237(135) 161，939.5 1677 

※正職員数，再任用職員数，非常勤嘱託員数は平成25年4月1日現在のものです。
※-再任用職員数の括弧書きは短時間勤務職員で内数です。
※派遣職員数は平成25年9月1日現在のものです。

派遣職員
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市立学校の常勤講師・非常勤講師等の勤務条件等について(平成25年5月現在) 2013年 10月 教育委員会資料

~ 常勤講師 非常勤講師 非常勤嘱託員

勤務形態
1日7時間45分

ーペ勤務時間 週27時間 週20"-'10時間 月72時間を上限
週38時間45分 契約(単位:コマ) 契約(単位:時間)

京都市立小中学校 週1時間当たり 週1時間当たり 定額 1時間あたり 1時間あたり

給与(報酬) (22歳モデ、ル) 月額9，450円 月額6，700円 173，050円 1， 000円 1，000"-' 1 ，200円

225， 692円

人 数 853人 1似 i 199人

上段:府費
※124人 318人: 0人; 0人 338人 ; 38人

下段:市費

期末勤勉 (22歳モデル)
なし

手当 618， 967円

通勤費 正規職員に準じる 正規職員に準じるが，勤務日数により調整 1日880円上限(月 18，180円上限)

育児短時間勤務，
府「まなび教育推

配置目的
少人数学級，

専科教育など
府「まなび教育推

進プランjに基づく 総合育成支援員 理科支援員
休職者補充など 進プランJに基づく

TT補充(小1)等
TT補充(小2)

通年
府費:長期休業期

任用期間 通年
夏期休業期間を除 ただし， TT補充

聞を除く 通年 通年
く (小 2)は夏季休業

市費:通年
前まで

※小学校2年における35入学級・中学校3年における30入学級実現のための加配




